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製薬会社による「沖縄力発見ツアー」を実施
消費税転嫁対策について

沖縄総合事務局 広報誌／第 351 号



　東崎は「西原きらきら
ビーチ」や公園に隣接す
る便利な憩いのエリア。
　「東崎都市緑地」と「東
崎公園」をつなぐ『雄飛
橋』では朝日がみられる
スポットになっており、今
回はこの橋から撮影して
います。
　休日には橋の上から釣
りを楽しむ人が多く見か
けられます。

西原町東崎
（にしはらちょうあがりざき）

表紙写真

本誌タイトルについて 群星（むりぶし）とは、沖縄の方言で「昴星（すばる）」のことで「ぶりぶし」、「むるぶし」とも呼ばれています。
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「しまのゆんたく in 久米島」を開催

第39回法人企業景気予測調査（平成25年10-12月期）

竹富町小浜集落が農林水産大臣賞を受賞

「省エネ実践授業」及び「教育セミナー」を開催

沖縄国際物流ハブの更なる飛躍

水産高校生対象の「就業体験」を開催

製薬会社による「沖縄力発見ツアー」を実施

消費税転嫁対策について

下請代金　きちっと払って　築こう信用

第37回沖縄位置境界明確化審議会を開催

「金融リテラシー（知識・判断力）を身に付けるためのシンポジウム」を開催

食肉情報出張講座を開催

６次産業化推進パネル展及び加工品表彰式を開催

製品安全総点検週間パネル展を開催

石垣市と宮古島市で「中小企業施策説明会・大相談会」を開催

平成25年度 建設業法令遵守等講習会を開催

公共建築の日、公共建築月間関連イベントについて

沖縄総合事務局長　河合正保

人事異動

イオンモール株式会社　代表取締役社長 岡崎双一

災害復旧事業費の査定・立会について

本誌掲載の論文等の意見は、筆者の個人的見解であることをお断りします。

沖縄
　沖縄総合事務局の公共事業に関する「うんちく」を紹介するコーナーの第5弾は、「南風原ア
ーチ橋」です。
　沖縄自動車道を南下し西原ＪＣＴを過ぎると、左手に２１連結アーチ橋の美しい景観が眺望できま
す。南風原アーチ橋のアーチの数は空港向けの上り車線は２０連結、名護向けの下り車線は２１連
結もあり、ＲＣアーチ橋では日本最大規模のものです。
　本橋を含む南風原南ＩＣから西原ＪＣＴ間の南風原道路は、名護市で開催された九州沖縄サミットに
合わせた関連事業とし
て、平 成12年6月28
日に開通したものです。
　また、その美しさや
沖縄らしい景観の創出
から土木学会デザイン
賞優秀賞などを受賞し
ています。
　近くからの眺めも圧
巻でお勧めです！

南風原道路の
南風原アーチ橋

南風原アーチ橋（下から）南風原アーチ橋

＃5

ゆんたく紹介

公共施設
の

の

沖縄
公共施設
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「強仕」にふさわしい役割を～
沖縄の笑顔のために

沖縄総合事務局長　河合正保

　新年明けましておめでとうございます。本年が、皆様方にとって実り多き年となりますようお
祈り申し上げます。
　沖縄が本土に復帰して 42 年、沖縄総合事務局も今年 42 歳の年を迎えます。
　中国の古典四書五経の 1 つ「礼記」に由来する「強仕（きょうし）」という言葉があります（四
十を強という、すなわち仕う）。40 代になれば心身共に充実し、最大限の力を発揮して仕事に当
たれる趣旨と解せます。
　総合事務局がこの 40 年余の間、県民生活の向上や地域の発展に一定の貢献を果たしてきたと自
負していますが、同時に「強仕」にふさわしい、更なる力の発揮が期待されているものと感じます。
　一昨年、新たな沖縄振興法、跡地利用法が制定されました。県の主体性の発揮、主導的産業育
成や地域活性化のための支援措置等の面で、これまでの枠を大きく広げる画期的な新法制になっ
たと言えます。
　法律に基づき総理大臣により決定された沖縄振興基本方針においては、この10年間の目指すべ
き方向性として、①沖縄の優位性をいかした民間主導の自立型経済の発展、②我が国及びアジア･太
平洋地域の発展に寄与する21世紀の万国津梁の形成、③潤いのある豊かな住民生活の実現、が挙
げられています。
　改めて言うまでもなく、沖縄総合事務局は、沖縄に設置されている各府省の総合出先機関です。
沖縄発展の新たなビジョンの実現とそれに向けた取組、特に総合性が発揮され、地域に密着した
施策－効果的な社会資本整備、産業の高度化・新産業創出、人材の育成･確保、米軍施設等の跡地
利用、防災対応等々－に対する期待は、地元の方々からお話を伺う機会あるごとに、強く感じる
ところです。
　昨年 3 月には、県内外の有識者等による沖縄フロンティア戦略会議（総合事務局主催）から、
沖縄の持つ地理的優位性、潜在力、地域資源を最大限に活用した新たな成長戦略について、提言
がなされています。
　総合事務局といたしましても、こうした期待や要請に対応して、県･市町村始め関係各方面と緊
密な連携の下、施策を展開してまいります。
　最近の動きを見ましても、しまのゆんたく in 久米島、沖縄大交易会プレ交易会、九州･沖縄産
業競争力協議会、クルーズ･シンポジウム in 沖縄、製薬会社による沖縄力発見ツアーなど、新た
な試みが加速しつつあります。また本年も、北部億首ダムの供用を始め、伊江島、宮古伊良部や
石垣島の国営かんがい排水、那覇空港の滑走路増設、那覇空港自動車道・沖縄西海岸道路、首里
城復元整備等の諸事業において新たな進展が見込まれています。こうした取組を通じ、生活の向
上や観光、物流、農業その他産業の活性化に直接･間接に寄与できるものと期待しています。
　私自身この 20 年で 3 度目の沖縄勤務となりましたが、赴任する度に沖縄の発展・変貌に目をみ
はる思いを抱いたものです。同時に、多彩な自然や生活・文化、ホスピタリティーに満ちた温か
い人柄など、沖縄の美しさに接して、その都度新鮮な感銘を受けています。中でも一番印象に残っ
ているのは、県民の方々が時折のぞかせる笑顔の美しさです。今後、総合事務局の業務を通じ、
県民の皆様の笑顔に接する機会がもっと増えればと感じています。
　旅に生きた歌人若山牧水は「今日もまた　こころの鉦を打ち鳴らし　打ち鳴らしつつ　あくが
れて行く」と詠じています。この思いを持って職務に当たってまいりますので、皆様からの御指導、
御鞭撻のほど、よろしくお願いいたします。

年頭のご挨拶
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ドーファン学長によるプレゼン風景 河合局長によるプレゼン風景

ワーキング・ディナーにおける意見交換

Special Edition 特集1
Special Edition

総務部・経済産業部

　

内
閣
府
は
、
12
月
６
日(

金)

〜
12
月
７

日(

土)

、
製
薬
会
社
の
幹
部
の
方
々
に
沖

縄
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
（
沖
縄
力
）
を
実
体

験
い
た
だ
く
た
め
、「
沖
縄
力
発
見
ツ
ア
ー
」

を
実
施
し
ま
し
た
。
ツ
ア
ー
で
は
、
沖
縄

科
学
技
術
大
学
院
大
学
や
琉
球
大
学
等
の

「
知
の
基
盤
」
の
形
成
状
況
を
見
て
い
た
だ

く
と
と
も
に
、
こ
れ
か
ら
の
沖
縄
へ
の
投

資
促
進
や
新
た
な
産
業
の
創
出
・
振
興
に

つ
い
て
、
地
元
の
製
薬
・
医
薬
関
連
企
業

の
方
々
や
大
学
研
究
者
の
方
々
と
の
意
見

交
換
も
行
っ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

沖
縄
力
発
見
ツ
ア
ー
の
初
日
（
６
日
）
は
、

県
外
か
ら
参
加
さ
れ
た
13
社
の
幹
部
の

方
々
と
、後
藤
田
内
閣
府
副
大
臣
、川
上
沖

縄
県
副
知
事
、県
内
経
済
界
関
係
者
、県
内

製
薬
・
医
療
関
連
企
業
等
の
方
々
と
の
間
で

ワ
ー
キ
ン
グ
・
デ
ィ
ナ
ー
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

ワ
ー
キ
ン
グ
・
デ
ィ
ナ
ー
の
冒
頭
、
後

藤
田
副
大
臣
か
ら
、「
本
ツ
ア
ー
を
契
機
と

し
て
、
我
が
国
の
製
薬
会
社
と
沖
縄
県
の

産
業
界
と
が
互
い
に
力
を
合
わ
せ
、
沖
縄

科
学
技
術
大
学
院
大
学
・
琉
球
大
学
・
沖

縄
工
業
高
等
専
門
学
校
等
を
核
と
し
た
知

的
・
産
業
ク
ラ
ス
タ
ー
の
形
成
、
沖
縄
へ

の
投
資
促
進
や
新
た
な
産
業
の
創
出
・
振

興
な
ど
、
沖
縄
経
済
の
ま
す
ま
す
の
発
展

に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
く
こ
と
を
祈
念
し

ま
す
。」
と
挨
拶
が
あ
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
意
見
交
換
に
先
立
っ
て
、
河
合

沖
縄
総
合
事
務
局
長
か
ら
、「
成
長
す
る
ア

ジ
ア
の
中
心
に
位
置
す
る
沖
縄
」
に
つ
い

て
、
ジ
ョ
ナ
サ
ン
・
ド
ー
フ
ァ
ン
沖
縄
科

学
技
術
大
学
院
大
学
学
長
か
ら
、「
沖
縄
科

学
技
術
大
学
院
大
学
の
成
り
立
ち
と
産
学

官
連
携
活
動
」
に
つ
い
て
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

ワ
ー
キ
ン
グ
・
デ
ィ
ナ
ー

視
　
察

　

翌
日
（
７
日
）
は
、
う
る
ま
市
所
在
の

沖
縄
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
研
究
セ
ン
タ
ー
、

沖
縄
健
康
バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
研
究
開

発
セ
ン
タ
ー
、
沖
縄
科
学
技
術
大
学
院
大

学
、
那
覇
空
港
新
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル

を
視
察
し
ま
し
た
。

製薬会社による

を実施「沖縄力発見ツアー」
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沖縄科学技術大学院大学での説明風景 沖縄ライフサイエンス
研究センター視察

研究者及びバイオ企業等とのディスカッション

琉球大学医学部との意見交換

那覇空港新貨物ターミナルビル視察

琉
球
大
学
医
学
部
と
の
意
見
交
換

ツ
ア
ー
参
加
者
か
ら
の
声

研
究
者
及
び
バ
イ
オ
企
業
等

と
の
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

　

ツ
ア
ー
参
加
者
か
ら
は
、

○
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
に
求
め
る
の
は
ナ
ン

バ
ー
ワ
ン
で
は
な
く
、
ユ
ニ
ー
ク
、
競

争
優
位
性
で
あ
り
、
オ
ン
リ
ー
ワ
ン
で

　

琉
球
大
学
に
お
い
て
は
、
医
学
部
の
研

究
を
紹
介
し
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
ゲ

ノ
ム
コ
ホ
ー
ト
研
究(

疾
病
等
の
関
連
要

因
に
対
す
る
追
跡
調
査)

や
沖
縄
に
お
け

る
疾
病
等
の
状
況
に
つ
い
て
意
見
交
換
を

行
い
ま
し
た
。

　

医
学
部
の
先
生
方
か
ら
は
、「
沖
縄
の
特
徴

で
あ
る
島
嶼
性
は
、ゲ
ノ
ム
コ
ホ
ー
ト
研
究

で
は
他
地
域
よ
り
優
位
性
が
あ
る
。」「
肥
満

予
防
に
は

玄
米
の
成

分
が
有
効

で
、
そ
の

成
分
を
同

定
し
医
療

応
用
を
目

指
し
て
研

究
し
て
い

る
。」
な

ど
の
話
が

あ
り
ま
し

た
。

沖縄健康バイオテクノロジー
研究開発センター視察

　

沖
縄
科
学
技
術
大
学
院
大
学
に
お
い
て

は
、
共
同
研
究
等
に
向
け
た
意
見
交
換
を

行
い
ま
し
た
。

　

地
元
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
か
ら
は
、
以

下
の
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。

○
安
く
て
高
品
質
の
ワ
ク
チ
ン
を
作
る
技

術
は
確
立
し
た
が
、
生
産
す
る
の
は
小

さ
な
企
業
で
は
難
し
く
、製
薬
メ
ー
カ
ー

と
組
ん
で
世
界
的
な
展
開
を
し
た
い
。

○
沖
縄
は
ア
ジ
ア
に
近
く
、
お
互
い
に
親

近
感
を
持
っ
て
い
る
。沖
縄
に
研
究
所
が

あ
れ
ば
沖
縄
だ
け
で
は
な
く
ア
ジ
ア
の

シ
ー
ズ
も
活
用
で
き
る
の
で
は
な
い
か
。

あ
る
。
何
が
オ
ン
リ
ー
ワ
ン
な
の
か
を

見
せ
て
く
れ
れ
ば
薬
品
メ
ー
カ
ー
と
し

て
は
興
味
が
出
て
く
る
。

○
ア
メ
リ
カ
が
突
出
し
て
い
る
の
は
、
ベ

ン
チ
ャ
ー
と
ア
カ
デ
ミ
ア
の
連
携
。
最

後
の
創
薬
の
部
分
は
膨
大
な
金
と
人
が

必
要
に
な
る
こ
と
か
ら
、
ベ
ン
チ
ャ
ー

企
業
の
ア
イ
デ
ィ
ア
と
人
を
い
か
す
方

向
に
あ
る
。ア
カ
デ
ミ
ア
の
研
究
を
ベ
ン

チ
ャ
ー
が
い
か
し
、ア
カ
デ
ミ
ア
に
戻
す

と
い
う
仕
組
が
必
要
に
な
っ
て
い
る
。

○
ワ
ク
チ
ン
の
良
さ
は
、
化
学
物
質
と
は

違
っ
て
副
作
用
と
い
う
点
で
非
常
に
安

定
し
て
い
る
と
い
う
点
。
活
路
は
ワ
ク

チ
ン
に
も
あ
る
の
で
、
飛
び
つ
け
る
よ

う
な
取
組
を
期
待
し
た
い
。

　

と
い
っ
た
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。

　

内
閣
府
で
は
、
今
回
の
沖
縄
力
発
見
ツ

ア
ー
で
頂
い
た
様
々
な
方
々
の
ア
ド
バ
イ

ス
、
お
声
を
今
後
の
取
組
に
い
か
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。
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Special Edition 特集2
Special Edition

総務部・経済産業部

法律に基づく特別措置の主な概要

消
費
税
の
転
嫁
拒
否
等
の
行
為
の
是
正

１2
　消費税の転嫁拒否等の行為の禁止（いったん取
り決めた対価の減額や買いたたき、商品購入・役
務利用・利益提供の要請、本体価格での交渉の拒否、
報復行為が禁止されます。）

消
費
税
の
転
嫁
を
阻
害
す
る
表
示
の
是
正

　消費税分を値引きする等の宣
伝や広告の禁止（「消費税還元
セール」、「消費税率上昇分値引
きします」等の広告が禁止され
ます。）

①減額 × ②買いたたき ×

④本体価格での交渉の拒否 ×③商品購入・役務利用・
　　　利益提供の要請 　　×禁止される表示

消費税の円滑かつ適正な
転嫁を確保するため、

転嫁対策に取り組んで
います。

消費税率
の引上げ
  に際し、

消費税率
の引上げ
  に際し、



1. 沖縄総合事務局としての窓口 2. 政府全体としての窓口

05 2014年 1月★2月号

消費税転嫁対策特別措置法が
平成25年10月１日から施行されました！

お問い合わせ先

【受付時間】平日9：00～17：00

【受付時間】平日8：30～17：00

（平成26年３月・４月は土曜日も受付）

34
価
格
の
表
示

　総額表示義務の特例（税
込価格と誤認されない表示
であれば、「○○○円（税
抜き）」、「○○○円＋税」等、
税込価格を表示しない表示
方法が認められます。）

消
費
税
の
転
嫁
及
び
表
示
の
方
法
の
決
定
に
係
る
共
同
行
為

★各事業者それぞれ自主的に定めている
本体価格に消費税額分を上乗せする
旨の決定
★計算上生じる端数について、合理的な
範囲で処理する旨の決定

※
 

消
費
税
の
転
嫁
拒
否
等
の
行
為
や
消
費
税
分
を
値
引
き
す
る
等
の
宣
伝
や
広
告
に
対
し
、
政
府
一
丸
と
な
っ

て
監
視
・
取
締
り
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

（
参
考
）
消
費
税
の
転
嫁
と
は…

　
消
費
税
は
製
造
、
卸
、
小
売
り
な
ど
各
取
引
を
行
う
段
階
で
課
税
さ
れ
、
最
終
的
に
は
「
消
費
者
」
が
負
担
す
る
も
の
で
す
。
各
取

引
段
階
を
通
じ
て
、
消
費
税
を
消
費
者
が
負
担
す
る
こ
と
を
「
消
費
税
の
転
嫁
」
と
い
い
ま
す
。

・製造業、卸・小売業、サービス業など
　経済産業省所管業種に関すること

　（電話番号：098-866-0035）

・ 転嫁拒否等の行為及び転嫁阻害する表示に関すること
　（電話番号：０９８－８６６－００３４）
・ 転嫁カルテル・表示カルテルに関すること
　（電話番号：０９８̶８６６̶００４９）

総務部公正取引室消費税転嫁対策調査室 御相談はダイヤル又はメール
（HP上の専用フォーム）を御利用ください。

経済産業部消費税転嫁対策室

転嫁カルテルの具体例

表示カルテルの具体例

●ＨＰ上の専用フォーム：

専用ダイヤル：
0570-200-123

http://www.tenkasoudan.go.jp
（24時間受付）

どの表示で統一するか
決めましょう

100円

100円＋税

税抜100円
（税込108円）

税込108円
（消費税8円）

消費税は別途
いただきます

　転嫁カルテル・表示カルテルの独占
禁止法の適用除外（公正取引委員会へ
の事前届出制）
※転嫁カルテルを行うことができるのは、主
に中小事業者やその団体です。
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第２回　駐留軍用地跡地利用推進協議会の開催
　10月24日（木）、「第2回駐留軍用地跡地利用推進協議会」
が東京で開催されました。
　沖縄担当大臣、沖縄県知事、関係６市町村長のほか、今回
から外務大臣及び防衛大臣にも御出席いただき、跡地利用の
取組状況等について、率直な意見交換が行われました。
　協議会の中で、 山本沖縄担当大臣は、地元からの具体的な
要望等に対し、今後の対応について個別に発言するとともに、
特に、キャンプ瑞慶覧の西普天間住宅地区の拠点返還地の指
定については、地元における今後の取組を踏まえながら、前
向きに検討していきたい旨述べました。
　（12月8日（日）、山本大臣は宜野湾市役所を訪問し、佐喜
眞市長に対し、西普天間住宅地区を拠点返還地に指定する方
針を示すとともに、同地区の視察を行いました。）
　また、防衛大臣や外務大臣からは、基地の返還や、返還前
の立入調査について、地元の要望を踏まえしっかり取り組ん
でいく旨の発言がありました。

　11月19日（火）、「第23回沖縄振興審議会」が東京で開催
されました。
　会議の冒頭、審議会の会長互選が行われ、東京大学大学院
の伊藤元重教授が選出されました。
　また、今回の審議会では、「沖縄振興一括交付金の事後評価」
について内閣府及び沖縄県から説明がなされた後、自由討議
が行われました。
　審議会の締めくくりに当たり、出席した山本沖縄担当大臣
は、「沖縄の未来につながるようなより戦略的な事業に、一
括交付金を活用していただきたいと考えております。」と述
べました。　

第23回　沖縄振興審議会の開催

協議会の様子

審議会の様子

山本大臣による挨拶

※協議会の資料については、
　内閣府沖縄政策担当のホームページ
（ http://www8.cao.go.jp/okinawa/7/atochi-kyogikai/
   2/index.html ）
  を御覧ください。 

※審議会の資料については、
　内閣府沖縄政策担当のホームページ
（ http://www8.cao.go.jp/okinawa/siryou/singikai/
   sinkousingikai/23/23-sinkousingikai.html ）
  を御覧ください。 

西普天間住宅地区を視察する山本大臣
（12月８日）
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の
ゆ
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た
く
in
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米
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沖
縄
総
合
事
務
局
は
、
久
米
島
町
と
の

共
催
事
業
と
し
て
、
11
月
７
日
（
木
）
と

８
日
（
金
）
に
久
米
島
町
イ
ー
フ
情
報
プ

ラ
ザ
に
て
、「
し
ま
の
ゆ
ん
た
く
in
久
米
島
」

を
開
催
し
ま
し
た
。

　

こ
の
イ
ベ
ン
ト
は
、
新
た
な
離
島
振
興

策
の
一
環
と
し
て
、
地
域
の
キ
ー
パ
ー
ソ

ン
と
産
学
官
が
一
体
と
な
っ
て
〝
ゆ
ん
た

く
（
ざ
っ
く
ば
ら
ん
な
意
見
交
換
）〞
し
、

知
見
の
共
有
と
新
た
な
島
興
し
の
ヒ
ン
ト

を
探
る
も
の
で
あ
り
、
今
年
７
月
の
宮
古

島
に
次
い
で
２
回
目
の
開
催
と
な
り
ま
す
。

　

今
回
は
、
全
体
の
テ
ー
マ
を
「
耕
海
興

国
〜
海
洋
資
源
立
国
の
フ
ロ
ン
ト
ラ
ン

ナ
ー
・
久
米
島
を
目
指
し
て
〜
」
と
題
し
、

文
字
ど
お
り
「
海
を
耕
し
て
の
国
興
し
」、

つ
ま
り
海
洋
資
源
を
用
い
て
の
久
米
島
の

振
興
を
主
題
に
、
講
演
会
及
び
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム
を
開
催
し
ま
し
た
。

　

我
が
国
は
、
国
土
面
積
は
世
界
第
62
位

で
す
が
、
領
海
・
E
E
Z
（
排
他
的
経
済

水
域
）
面
積
は
世
界
第
６
位
と
、
世
界
有

数
の
海
洋
大
国
で
す
。
我
が
国
が
、
引
き

続
き
経
済
大
国
と
し
て
世
界
経
済
を
け
ん

引
し
て
い
く
に
は
、
こ
の
海
洋
の
活
用
が

不
可
欠
で
あ
る
と
言
っ
て
よ
い
で
し
ょ
う
。

こ
う
し
た
背
景
の
下
、
政
府
の
総
合
海
洋

政
策
本
部
で
は
、
海
洋
に
関
す
る
施
策
を

集
中
的
か
つ
総
合
的
に
推
進
し
て
い
ま
す
。

　

久
米
島
に
お
い
て
は
、
世
界
唯
一
の
海

洋
温
度
差
発
電
実
証
プ
ラ
ン
ト
が
今
年
４

月
か
ら
稼
働
し
て
い
る
ほ
か
、
海
洋
深
層

水
を
利
活
用
し
た
様
々
な
商
品
（
ク
ル
マ

エ
ビ
な
ど
の
水
産
物
や
化
粧
品
等
）
が
製

造
販
売
さ
れ
、一
大
産
業
に
育
っ
て
い
ま
す
。

　

本
会
合
は
、
こ
の
久
米
島
の
持
つ
特
性

を
よ
り
一
層
引
き
伸
ば
し
、
さ
ら
に
も
う

一
歩
踏
み
込
ん
だ
海
洋
資
源
の
利
活
用
を

検
討
課
題
と
し
て
、
初
日
（
７
日
）
に
は

ま
ず
、
久
米
島
町
か
ら
、
久
米
島
に
つ
い

て
の
概
要
報
告
と
、
佐
賀
大
学
海
洋
エ
ネ

ル
ギ
ー
研
究
セ
ン
タ
ー
の
池
上
康
之
教
授

か
ら
、
海
洋
深
層
水
に
関
す
る
基
調
講
演

が
行
わ
れ
ま
し
た
。
そ
し
て
、
産
業
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
・
サ
ー
ビ
ス
の
３
分
科
会
に
分

か
れ
て
、
参
加
者
に
よ
る
検
討
会
が
行
わ

れ
ま
し
た
。
次

い
で
、
内
閣
官

房
総
合
海
洋
政

策
本
部
事
務
局

の
馬
場
﨑
靖
参

事
官
に
よ
る
、

日
本
の
海
洋
利

活
用
の
現
状
等

に
つ
い
て
の
講

演
会
が
行
わ
れ

ま
し
た
。

　

二
日
目
（
８
日
）
に
は
、
前
日
の
分
科

会
で
検
討
し
た
内
容
を
基
に
、
産
学
官
の

代
表
者
と
島
内
で
活
躍
さ
れ
て
い
る
キ
ー

パ
ー
ソ
ン
に
よ
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
催

し
ま
し
た
。
海
洋
深
層
水
の
取
水
状
況
や

複
合
利
用
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
、
ウ
ェ
ル

ネ
ス
産
業
や
観
光
産
業
へ
の
発
展
性
等
、

様
々
な
視
点
か
ら
の
発
言
が
な
さ
れ
、
活

発
な
議
論
と
な
り
ま
し
た
。
会
合
の
終
わ

り
に
は
、
大
城
肇
琉
球
大
学
学
長
か
ら
久

米
島
町
に
対
し
、
今
後
の
継
続
的
な
バ
ッ

ク
ア
ッ
プ
を
実

施
し
た
い
と
の

発
言
が
あ
り
、

最
後
に
平
良
朝

幸
久
米
島
町
長

が
「
海
洋
立
島

宣
言
」
を
提
言

し
ま
し
た
（
下

記
参
照
）。

　

当
局
で
は
今

後
、
引
き
続
き
久
米
島
の
海
洋
立
島
に
向

け
た
動
き
を
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
し
て
い
く

と
と
も
に
、
沖
縄
の
ほ
か
の
離
島
等
に
お

い
て
も
こ
う
し
た
イ
ベ
ン
ト
等
を
通
じ
て
、

地
域
の
振
興
や
活
性
化
を
進
め
て
ま
い
り

ま
す
。

海洋政策について講演する馬場﨑参事官

ゆんたく本会で議論するキーパーソンら

海洋立島を宣言する平良・久米島町長

地球上のすべての生命は「海」から始
まったといわれています。
我々は、いのちの原点である、母なる
“海”をいま一度みつめなおすととも
に、全ての英知を結集して、地球環境に
やさしく、いのちが輝くような、そし
て、海とともに生きてきた「海洋国家・
日本」にふさわしい未来を、大洋を臨
む、ここ沖縄・久米島から創っていくこ
とを宣言します。

【海洋立島宣言】
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調査の概要

景 況 判 断

　本調査は、企業活動の現状と先行き見
通しに対する経営者の判断を調査し、経
済・財政政策運営の基礎資料を得ること
を目的として、統計法に基づく一般統計
調査として年４回（２、５、８、11月）実施。

【調査の目的】

現状判断は「上昇」超幅が縮小、先行きは「上昇」
超幅が拡大後、「下降」超に転じる見通し

沖縄県内に所在する資本金、出資金又は基金（以下、
資本金という）１千万円以上（電気・ガス・水道及び金
融業、保険業は１億円以上）の法人

調査対象企業数及び回収状況は次のとおりである。
・対象企業数：118社
・回答企業数：110社
・回収率：93.2％

【調査対象企業の範囲】

判断項目：25年10～12月期及び12月末見込み
　　　　 26年1～3月期及び3月末見通し
　　　　 26年4～6月期及び6月末見通し
計数項目：25年度上期実績
　　　　 25年度下期実績見込み

【調査対象期間】

【調査の時点】平成25年11月15日

（注）平成21年４-６月期調査から「第12回改定日本標準産業分類」の業種分類に準拠している。

（単位：社）

全産業

　製造業

　非製造業

 建設業

 情報通信業

 運輸業、郵便業

 卸売業、小売業

 サービス業

　大企業（資本金10億円以上）

　中堅企業（１億円以上10億円未満）

　中小企業（１千万円以上１億円未満）

対  象
企業数

回　答
企業数

回収率
（％）

企業の景況判断ＢＳＩ（原数値） （前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

全産業

　製造業

 食料品製造業

　非製造業

 建設業

 情報通信業

 運輸業、郵便業

 卸売業、小売業

 サービス業

（注）（　）書きは前回調査（25年7～9月期）時の見通し

（単位：％ポイント）

25年7～9月
前回調査

25年10～12月
現状判断

26年1～3月
見通し

26年4～6月
見通し

規
模
別

大 企 業

中堅企業

中小企業

企業の景況判断ＢＳＩ（％ポイント）

例 「景況判断」の場合
前期と比べて
「上昇」と回答した
企業の構成比･･･40.0％
「不変」と回答した
企業の構成比･･･25.0％
「下降」と回答した
企業の構成比･･･30.0％
「不明」と回答した
企業の構成比････ 5.0％

BSI＝（「上昇」と回答した
　　　企業の構成比 40.0％）
　  －（「下降」と回答した
　　　企業の構成比 30.0％）
　  ＝10.0％ポイント

BSIの計算法
（Business Survey Index）

93.2
93.8
93.1
84.2
91.7
100.0
100.0
87.5
100.0
93.8
90.9

110
15
95
16
11
7
21
14
20
30
60

118
16
102
19
12
7
21
16
20
32
66

▲ 7.3

0 .0

▲ 14.3

▲ 8.4

▲ 25.0

18 .2

▲ 71.4

▲ 14.3

7 .1

5 .0

▲ 16.7

▲ 6.7

14 .5

26 .7

▲ 14.3

12 .6

31 .3

18 .2

0 .0

9 .5

21 .4

0 .0

16 .7

18 .3

（7.3）

（20.0）

（28.6）

（5.3）

（26.7）

（18.2）

（0.0）

（0.0）

（0.0）

（▲5.0）

（16.7）

（6.8）

11.8

26.7

28 .6

9 .5

37 .5

0 .0

28 .6

▲ 4.8

▲ 14.3

▲ 15.0

20 .0

16 .7

16 .5

33 .3

14 .3

13 .8

53 .3

9 .1

▲ 14.3

▲ 14.3

35 .7

▲ 5.0

26 .7

18 .6

（10.1）

（33.3）

（42.9）

（6.4）

（13.3）

（18.2）

（0.0）

（4.8）

（0.0）

（5.0）

（13.3）

（10.2）

▲40

▲30

▲20

▲10

0

10

20

30

40

23年

4-6月 7～9月 10～12月

24年

1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

25年

1～3月 4～6月 7～9月

25年

10～12月

(現状判断)

26年

1～3月

（見通し）

26年

4～6月

（見通し）

（現状判断） （見通し） 全産業

製造業

非製造業

上
昇

下
降

法
人
企
業
景
気
予
測
調
査

第
39
回

（
平
成
25
年
10
〜
12
月
期
調
査
）
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雇　　用

売 上 高

経常利益

設備投資

現状判断は「不足気味」超、
先行きも「不足気味」超の見通し

25年度は増収見込み
（注:石油・石炭、電気・ガス・水道、金融、保険を除く）

25年度は増益見込み
（注:石油・石炭、電気・ガス・水道、金融、保険を除く）

25年度は減少見込み
（注:ソフトウェア投資額を含む、土地購入額を除く）

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

不
足
気
味

過
剰
気
味

全産業 製造業 非製造業

従業員数判断ＢＳＩ（原数値）

全産業

  製造業

  非製造業

 建設業

 情報通信業

 運輸業、郵便業

 卸売業、小売業

 サービス業

　　 大 企 業

 中堅企業

 中小企業

（注）（　）書きは前回調査（25年7～9月期）時の見通し

規
模
別

（単位:％ﾎﾟｲﾝﾄ）（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比）

（前年同期比増減率:％）

上期 下期

 全産業

　製造業

　非製造業

 サービス業

 建設業

 情報通信業

 運輸業、郵便業

 卸売業、小売業

25年度

（参考）全規模・全業種（金融業、保険業は調査対象外） （前年同期比増減率:％）

上期 下期

 全産業

　製造業

　非製造業

25年度

（注）１．（　）書きは前回調査（25年7～9月期）結果　 ２.－はデータ秘匿の観点から非公表

全産業 製造業 非製造業

全産業 製造業 非製造業

全産業 製造業 非製造業

石油・石炭、電気・ガ
ス・水道を除く全産業

   情報通信業

   運輸業、郵便業

   卸売業、小売業

   サービス業

２５年度 上期

全産業

　製造業

  非製造業

（前年同期比増減率:％）

（注）（　）書きは前回調査（25年7-9月期）結果

２５年度

　製造業

　非製造業

上期

下期

下期

全産業

（参考）ソフトウェア投資額及び土地購入額を除く

25年9月末
前回調査

25年12月末
現状判断

26年3月末
見通し

26年6月末
見通し

5.5

▲ 6.7

7 .4

12 .5

36 .4

0 .0

9 .5

▲ 7.7

0 .0

10 .0

5 .1

▲ 0.7
▲ 4.6
▲ 0.5
0 .2
1 .1

▲ 2.8
2 .2

▲ 8.5

5 .4
14 .1
5 .1
7 .8
3 .7
3 .8
8 .1

▲ 1.5

2 .3
3 .7
2 .2
3 .5
2 .4
0 .5
5 .1

▲ 5.0

（1.3）
（3.2）
（1.2）
（2.1）
（0.5）
（▲0.6）
（4.4）
（▲6.0）

▲ 0.8
－
－

3.3
－
－

1.2
－
－

（▲0.2）

（前年同期比増減率:％）

上期 下期

 全産業

　製造業

　非製造業

 サービス業

 建設業

 情報通信業

 運輸業、郵便業

 卸売業、小売業

25年度

（参考）全規模・全業種 （前年同期比増減率:％）

上期 下期

 全産業

　製造業

　非製造業

25年度

（注）１．（　）書きは前回調査（25年7～9月期）結果　 ２.－はデータ秘匿の観点から非公表

▲ 11.9
▲ 9.2
▲ 12.0
▲ 43.0
▲ 31.0
▲ 2.8
4 .2

黒字転化

12.1
赤字縮小

11.3
▲ 11.8

1 .1
11 .3
12 .6
55 .1

0 .4
3 .7
0 .3

▲32.9
▲14.8
6 .2
8 .5
78 .6

（▲6.2）
（▲2.3）
（▲6.3）
（▲34.6）
（▲14.4）
（▲26.6）
（7.9）
（50.9）

▲ 31.0
－
－

21.7
－
－

▲ 0.1
－
－

（2.5）

13.8

0 .0

16 .0

50 .0

36 .4

0 .0

14 .3

0 .0

5 .0

16 .7

15 .3

（11.0）

（▲6.7）

（13.8）

（20.0）

（36.4）

（0.0）

（4.8）

（28.6）

（10.0）

（13.3）

（10.2）

20.2

26.7

19 .1

56 .3

36 .4

0 .0

14 .3

15 .4

10 .0

20 .0

23 .7

18 .3

20 .0

18 .1

40 .0

36 .4

14 .3

9 .5

28 .6

5 .0

20 .0

22 .0

（11.9）

（▲13.3）

（16.0）

（26.7）

（36.4）

（14.3）

（9.5）

（28.6）

（5.0）

（20.0）

（10.2）

▲ 5.9
1 .8
64 .2
▲ 7.8
▲ 27.6
28 .6
▲ 8.2
185.7

▲ 32.6
▲ 21.2
31 .1

▲ 33.5
128.1
268.5
▲ 55.5
19 .1

▲18.0
▲8.9
54.8

▲19.5
40.1
48 .5

▲37.9
88.3

（▲17.2）
（▲6.9）
（56.6）
（▲18.7）
（54.2）
（▲6.8）
（▲37.2）
（60.2）

▲ 7.7
53.7
▲ 9.3

▲ 32.2
20 .2

▲ 32.9

▲18.6
43.9

▲19.9

（▲17.9）
（51.8）
（▲19.3）25年度 上期 下期

25年度 上期 下期

25年度 上期 下期

23年

6月末

23年

9月末

23年

12月末

24年

3月末

24年

6月末

24年

9月末

24年

12月末

25年

3月末

25年

6月末

25年

9月末

25年

12月末

（現状判断）

26年

3月末

（見通し）

26年

6月末

（見通し）

▲

▲

14.1

赤字縮小

▲12.0

▲18.0 ▲19.5

54.8

31.1

▲32.6 ▲33.5

64.2

▲5.9 ▲7.8

2.3
3.7

2.2
5.4 5.1

▲0.7

▲4.6

▲0.5



竹
富
町
小
浜
集
落
が
農
林
水
産
大
臣
賞
を
受
賞

〜
平
成
25
年
度
農
林
水
産
祭
む
ら
づ
く
り
部
門
〜

農林水産部

むらづくりの中心小浜公民館

小浜集落の伝統的な祭り
結願祭

11月14日に行われた農林水産大臣賞伝達式

島の経済の柱さとうきび

40年ぶりに復活した小浜大豆

仕事
の窓

3
　

農
林
水
産
祭
は
、
国
民
の
農
林
水
産
業

と
食
に
対
す
る
認
識
を
深
め
る
と
と
も
に
、

農
林
水
産
業
の
技
術
改
善
と
経
営
発
展
の

意
欲
を
高
め
る
た
め
に
、
農
林
水
産
省
と

公
益
財
団
法
人
日
本
農
林
漁
業
振
興
会
と

の
共
催
に
よ
り
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
「
む
ら
づ
く
り
部
門
」は
、「
農
林
水
産
祭
」

の
表
彰
行
事
７
部
門
の
一
つ
と
し
て
設
け

ら
れ
て
お
り
、
農
林
水
産
業
の
振
興
を
中

心
に
、
生
活
、
文
化
等
を
含
む
幅
広
い
地

域
活
動
を
展
開
し
、地
域
の
活
性
化
を
図
っ

て
い
る
優
良
事
例
を
表
彰
し
て
い
ま
す
。

　

受
賞
さ
れ
た
竹
富
町
小
浜
集
落
（
代
表

者
：
宮
里
彦
一
小
浜
公
民
館
長
）
の
む
ら

づ
く
り
の
取
組
に
つ
い
て
御
紹
介
し
ま
す
。

　

小
浜
島
は
「
果
報
（
か
ふ
）
ぬ
島
」
と

呼
ば
れ
る
ほ
ど
土
壌
や
水
利
に
恵
ま
れ
た

農
業
中
心
の
島
で
あ
り
、
小
浜
島
の
中
央

に
位
置
す
る
小
浜
集
落
は
、
小
浜
節
や
結

願
祭
な
ど
に
代
表
さ
れ
る
古
く
か
ら
の
伝

統
文
化
が
し
っ
か
り
継
承
さ
れ
て
い
る
こ

と
が
特
徴
で
、
さ
と
う
き
び
生
産
や
畜
産

業
の
ほ
か
、
リ
ゾ
ー
ト
施
設
に
よ
る
観
光

業
も
盛
ん
な
地
域
で
す
。

　

小
浜
集
落
に
お
け
る
む
ら
づ
く
り
は
、

小
浜
公
民
館
が
中
心
と
な
っ
て
推
進
さ
れ

て
い
ま
す
。
古
く
か
ら
の
伝
統
文
化
の
継

承
を
通
じ
て
醸
成
さ
れ
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
強
さ
で
、
公
民
館
を
中
心
と
し
て
集
落

み
ん
な
「
キ
ム
ピ
テ
ィ
ツ
（
心
一
つ
）」
で

協
力
し
て
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

小
浜
集
落
に
お
い
て
は
、
さ
と
う
き
び

生
産
が
地
域
の
経
済
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
維

持
に
欠
か
せ
な
い
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

過
去
２
回
、
製
糖
工
場
廃
止
の
危
機
に
直

面
し
ま
し
た
が
、
住
民
に
よ
る
集
落
一
丸

と
な
っ
た
取
組
で
新
工
場
の
稼
働
を
実
現

し
、
そ
の
結
果
、
単
収
の
増
加
に
向
け
た

取
組
が
活
発
化
す
る
だ
け
で
な
く
、
新
規

就
農
者
や
Ｕ
タ
ー
ン
就
農
者
が
誕
生
し
、

栽
培
面
積
も
増
加
す
る
な
ど
、
さ
と
う
き

び
を
中
心
と
し
た
農
業
の
再
生
が
図
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

さ
と
う
き
び
生
産
の
ほ
か
、
さ
と
う
き

び
と
肉
用
牛
の
耕
畜
連
携
も
行
わ
れ
て
お

り
、
近
年
で
は
、
さ
と
う
き
び
収
穫
後
の

ゴ
マ
栽
培
や
、
40
年
間
栽
培
が
途
絶
え
て

い
た
小
浜
大
豆
を
、
農
業
高
校
と
も
連
携

し
て
復
活
さ
せ
る
な
ど
、
新
た
な
作
物
の

導
入
に
も
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

102014年 1月★2月号

　

こ
の
よ
う
な
小
浜
公
民
館
を
中
心
と
し

て
集
落
が
一
丸
と
な
っ
た
こ
れ
ま
で
の
取

組
が
地
域
の
振
興
、
発
展
等
に
大
き
く
貢

献
し
た
こ
と
が
評
価
さ
れ
、
今
回
の
農
林

水
産
大
臣
賞
の
受
賞
と
な
り
ま
し
た
。

　

11
月
14
日
に
、
小
浜
集
落
を
代
表
し
て

宮
里
彦
一
小
浜
公
民
館
長
に
対
し
て
、
河

合
局
長
か
ら
農
林
水
産
大
臣
賞
の
授
与
を

行
い
ま
し
た
。

　

今
回
の
農
林
水
産
大
臣
賞
の
受
賞
を
契

機
に
、
小
浜
集
落
の
優
れ
た
取
組
や
地
域

活
性
化
の
気
運
が
沖
縄
全
体
で
高
ま
っ
て

い
き
、
沖
縄
の
農
林
水
産
業
が
今
後
と
も

発
展
し
て
い
く
こ
と
を
期
待
し
ま
す
。

小
浜
集
落
の
取
組

農
林
水
産
大
臣
賞
の
授
与

農
林
水
産
祭
む
ら
づ
く
り
部
門
表
彰
に

つ
い
て



先生方向けワークショップ風景

自転車発電風景

ペットボトルを使って
風力発電機を製作

真剣な顔のワークショップ

仕事
の窓

「
省
エ
ネ
実
践
授
業
」及
び「
教
育
セ
ミ
ナ
ー
」を
開
催

経済産業部

4
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我
が
国
の
平
成
23
年
度
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
は
、
平
成
２
年
度
と
比
べ
る
と
、

４
・
６
％
増
加
し
て
い
ま
す
。部
門
別
で
は
、

産
業
部
門
は
11
％
減
少
し
て
い
る
も
の
の
、

民
生
部
門(

家
庭
・
業
務)

は
33
・
６
％

増
加
し
て
い
ま
す
。(

出
所
：「
平
成
23
年

度
に
お
け
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
実
績(

確

報)

」
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
総
合
政
策
課
）

　

そ
の
要
因
と
し
て
、
世
帯
数
の
増
加
と

と
も
に
快
適
利
便
性
を
求
め
る
ラ
イ
フ
ス

タ
イ
ル
の
変
化
が
影
響
し
て
い
る
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

経
済
産
業
部
で
は
こ
の
よ
う
な
課
題
を

受
け
て
、平
成
23
年
度
か
ら
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

推
進
の
広
報
事
業
「
省
エ
ネ
設
備
導
入
等

促
進
広
報
事
業（
省
エ
ネ
実
践
・
指
導
人
材

育
成
事
業
）」に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
、
民
生
部
門
の
う
ち
家
庭
で

の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
の
推
進
に
資
す
る

た
め
に
、
次
世
代
の
担
い
手
で
あ
る
子
供

た
ち
や
小
中
学
校
の
先
生
を
対
象
と
し
た

省
エ
ネ
実
践
授
業
及
び
教
育
セ
ミ
ナ
ー
を

開
催
し
ま
し
た
の
で
、
御
紹
介
し
ま
す
。

　

身
近
で
日
常
生
活
に
欠
か
せ
な
い
「
エ

ネ
ル
ギ
ー
」
に
対
す
る
子
供
た
ち
の
理
解

を
深
め
る
と
と
も
に
、「
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の

重
要
性
」
を
認
識
し
て
も
ら
い
、「
実
践
的
・

継
続
的
な
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
行
動
」
へ
と
つ

な
げ
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
環
境
教
育

に
熱
心
な
左
記
の
４
校
で
以
下
の
カ
リ
キ

ュ
ラ
ム
を
行
い
ま
し
た
。

▼
平
成
25
年
11
月
12
日

　
石
垣
市
立
登
野
城
小
学
校
【
５
年
生
】

▼
平
成
25
年
11
月
13
日

　
宮
古
島
市
立
南
小
学
校
【
６
年
生
】

▼
平
成
25
年
11
月
14
日

　
浦
添
市
立
港
川
小
学
校
【
４
年
生
】

▼
平
成
25
年
11
月
15
日

　
那
覇
市
立
識
名
小
学
校
【
４
年
生
】

「関心：親しむ・気づく」
【沖縄のエネルギー】

「知る：理解」
【何のために省エネ】

「行動：実践する・守る」
【省エネの実践】

省エネチャレンジシート作成
「省エネチャレンジシート」

グループ学習
「どこでできる省エネ？」

クイズ（パワーポイント使用）
｢家庭でできる省エネ行動と効果｣

「発電実験(火力発電、風力発電、
自転車発電、電球比較ほか)」

工作「ペットボトルで風力発電」
スタンプラリー

クイズ劇 (パワーポイント使用 )
「沖縄のエネルギー」

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
推
進
広
報
事
業
に
つ
い
て

小
学
生
を
対
象
と
し
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
育

エ
ネ
ル
ギ
ー
教
育
セ
ミ
ナ
ー

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
へ
の
お
願
い

経
済
産
業
部
H
P

冬
季
の
省
エ
ネ
対
策
へ
の
協
力
依
頼

http://ogb.go.jp/keisan/oshirase/
010440.htm

l

　

５
、
６
年
生
の
授
業
で
実
施
し
た
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
で
は
、
予
想
以
上
の
盛
り
上

が
り
で
、
真
剣
な
顔
で
討
論
す
る
場
面
も

見
ら
れ
ま
し
た
。

　

最
後
に
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、

「
今
日
の
授
業
で
、初
め
て
、エ
ネ
ル
ギ
ー
に

つ
い
て
分
か
っ
た
こ
と
が
い
っ
ぱ
い
あ
っ

た
の
で
、も
っ
と
知
り
た
い
と
思
っ
た
。」な

ど
の
感
想
や
、こ
れ
か
ら
気
を
付
け
た
い
こ

と
に「
シ
ャ
ワ
ー
の
出
し
っ
ぱ
な
し
」や「
使

っ
て
い
な
い
電
化
製
品
の
コ
ン
セ
ン
ト
は

抜
く
」な
ど
省
エ
ネ
に
対
す
る
意
識
の
向
上

が
見
ら
れ
ま
し
た
。

　

小
中
学
生
に
対
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
教
育

を
効
率
的
・
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め
に
、

小
中
学
校
の
先
生
を
対
象
に
、①
エ
ネ
ル
ギ

ー
等
に
つ
い
て
の
基
礎
知
識
の
習
得
、②
授

業
に
活
用
で
き
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
手
法

（
体
験
型
プ
ロ
グ
ラ
ム
事
例
）
の
習
得
や
体

験
等
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
セ
ミ
ナ
ー
を
10

月
に
開
催
し
ま
し
た
。

　

受
講
さ
れ
た
先
生
方
か
ら
は
、｢

子
供
た

ち
に
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
大
切
さ
を
知
ら
せ

た
い
。｣

、｢

小
学
生
に
は
難
し
い
部
分
も
あ

る
と
思
う
が
、是
非
学
習
し
て
い
き
た
い
。｣

な
ど
の
意
見
が
多
く
聞
か
れ
ま
し
た
。

　

経
済
産
業
部
で
は
、
前
記
の
取
組
の
ほ

か
に
夏
季
・
冬
季
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
が

増
え
る
時
期
に
、
県
民
一
人
一
人
が
節
電･

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
対
す
る
意
識
を
高
め
、

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
取
り
組
む
よ
う
呼

び
か
け
て
い
ま
す
。

　

皆
様
の
御
協
力
を
よ
ろ
し
く
お
願
い
し

ま
す
。

テーマ カリキュラム

▲

STEP1

▲

STEP2 

▲

STEP3 



沖
縄
国
際
物
流
ハ
ブ
の
更
な
る
飛
躍

「
沖
縄
大
交
易
会
プ
レ
交
易
会
」併
催
事
業
を
開
催

経済産業部

商談会場（奥が個別商談会場、手前が各社展示ブース）
提供：沖縄懇話会

広域アライアンスマッチング会場（会議棟B）

クリアノワール（株）

仕事
の窓

5

122014年 1月★2月号

　

か
つ
て
海
洋
国
家
で
あ
っ
た
琉
球
王
国

が
東
ア
ジ
ア
の
交
易
拠
点
と
し
て
繁
栄
し

た
よ
う
に
、
現
代
は
そ
の
舞
台
を
更
に
空

に
も
拡
大
し
、
急
速
に
発
展
す
る
ア
ジ
ア

市
場
と
日
本
を
繋
ぐ
沖
縄
国
際
物
流
ハ
ブ

（
Ａ
Ｎ
Ａ
沖
縄
貨
物
ハ
ブ
）
と
し
て
機
能
強

化
す
る
取
組
が
、
官
民
挙
げ
て
進
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
一
環
と
し
て
、
沖
縄
国
際
物
流
ハ

ブ
を
中
核
と
し
た
生
鮮
食
品
・
加
工
品
等

の
輸
出
促
進
を
目
指
し
、
海
外
バ
イ
ヤ
ー

参
加
数
で
は
国
内
最
大
規
模
と
な
る
個
別

商
談
会
「
沖
縄
大
交
易
会
プ
レ
交
易
会
（
主

催
：
沖
縄
県　

沖
縄
懇
話
会
）」
が
11
月
14

日
・
15
日
の
２
日
間
、
沖
縄
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ

ン
セ
ン
タ
ー
展
示
棟
に
於
い
て
開
催
さ
れ
、

沖
縄
県
内
外
か
ら
１
３
１
社
（
全
国
61
社
、

沖
縄
70
社
）
の
出
展
企
業
と
、
国
内
外
の

バ
イ
ヤ
ー
１
０
２
社
（
海
外
79
社
、
国
内

23
社
）
が
参
加
し
ま
し
た
。　
　

　

後
藤
田
内
閣
府
副
大
臣
も
開
会
セ
レ
モ

ニ
ー
に
臨
み
、「
沖
縄
が
そ
の
優
位
性
・
潜

在
力
を
い
か
し
、
日
本
経
済
活
性
化
の
フ

ロ
ン
ト
ラ
ン
ナ
ー
と
な
る
べ
く
引
き
続
き

支
援
し
て
い
く
。」
と
挨
拶
し
ま
し
た
。

　

沖
縄
総
合
事
務
局
も
併
催
事
業
と
し
て

以
下
の
イ
ベ
ン
ト
を
同
時
開
催
し
ま
し
た
。

　

ユ
ニ
ー
ク
な
素
材
、
製
品
・
商
品
、
技

術
を
も
つ
企
業
等
が
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ

ン
や
展
示
を
通
し
て
、
こ
れ
ら
素
材
に
興

味
を
も
つ
大
手
小
売
業
者
、
商
社
、
サ
プ

ラ
イ
ヤ
ー
、
支
援
機
関
等
と
の
マ
ッ
チ
ン

グ
を
行
い
、
海
外
展
開
に
向
け
た
商
品
魅

力
の
向
上
、
高
付
加
価
値
化
を
目
指
す
場

を
提
供
し
ま
し
た
。
今
回
は
広
域
連
携
モ

デ
ル
と
し
て
、
経
済
産
業
省
北
海
道
経
済

産
業
局
の
協
力
の
下
、
２
日
間
を
通
じ
て

17
団
体
（
北
海
道
５
社
、
秋
田
１
社
、
沖

縄
11
社
（
沖
縄
県
商
工
労
働
部
（
行
政
）

含
む
。）が
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
、

自
社
商
品
や
技
術
等
を
熱
心
に
Ｐ
Ｒ
し
ま

し
た
。

　

ア
フ
タ
ー
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
の
魅
力
向

上
を
通
じ
、
他
地
域
商
談
会
と
の
差
別
化
、

高
付
加
価
値
化
を
目
指
す
リ
ゾ
ー
ト
一
体

型
国
際
見
本
市
機
能
を
検
討
す
る
た
め
、

展
示
棟
に
て
試
行
的
に
琉
球
ス
イ
ー
ツ
及

び
沖
縄
エ
ス
テ
・
ス
パ
を
提
供
し
ま
し
た
。

商
談
の
合
間
を
縫
っ
て
ブ
ー
ス
を
訪
れ
た

参
加
者
か
ら
は
、「
真
剣
勝
負
の
商
談
だ
け

で
は
疲
れ
て
し
ま
う
が
、
こ
の
サ
ー
ビ
ス

で
リ
フ
レ
ッ
シ
ュ
で
き
た
。」
等
の
御
意
見

を
多
数
頂
戴
し
、好
評
を
博
し
ま
し
た
。（
協

力
：
ロ
ワ
ジ
ー
ル
ホ
テ
ル
那
覇
／
沖
縄
県

エ
ス
テ
テ
ィ
ッ
ク
・
ス
パ
協
同
組
合
）

　

沖
縄
総
合
事
務
局
は
、沖
縄
の
持
つ
様
々

な
強
み
で
あ
る
「
沖
縄
力
」
を
い
か
し
、

交
易
・
交
流
拠
点
と
し
て
の
機
能
強
化
と

更
な
る
発
展
を
遂
げ
る
べ
く
、
今
後
も

「
オ
ー
ル
沖
縄
」
の
一
員
と
し
て
積
極
的
に

取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

広
域
ア
ラ
イ
ア
ン
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
 

　
　
　
　
　
　
　
　in  O

KIN
A
W
A

沖
縄
版
お
も
て
な
し
サ
ー
ビ
ス
提
供

（
琉
球
ス
イ
ー
ツ
／
沖
縄
エ
ス
テ・ス
パ
）



仕事
の窓

水
産
高
校
生
対
象
の「
就
業
体
験
」を
開
催

運輸部

6

問

問

問
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少
子
高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
、
船
員
不

足
が
将
来
的
に
顕
在
化
し
つ
つ
あ
る
内
航

海
運
業
界
に
お
い
て
、
円
滑
な
世
代
交
代

を
積
極
的
に
推
進
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

そ
こ
で
、
若
年
内
航
船
員
確
保
推
進
協
議

会
（
事
務
局
：
沖
縄
総
合
事
務
局
）
で
は
、

５
月
の
「
体
験
学
習
」（
中
学
生
対
象
）
に

続
く
今
年
度
２
つ
目
の
取
組
と
し
て
、
専

門
的
な
教
育
を
受
け
た
沖
縄
水
産
高
等
学

校
海
洋
技
術
科
の
生
徒
を
対
象
と
し
た
就

業
体
験
を
実
施
し
ま
し
た
。

　

今
回
の
就
業
体
験
は
、
フ
ェ
リ
ー
粟
国
、

フ
ェ
リ
ー
ざ
ま
み
、
フ
ェ
リ
ー
と
か
し
き
、

フ
ェ
リ
ー
琉
球
、
貨
客
船
だ
い
と
う
に
、

夏
休
み
期
間
中
に
27
名
の
２
年
生
が
、
１

隻
に
生
徒
４
〜
７
名
、
そ
れ
ぞ
れ
３
〜
４

日
間
乗
船
し
ま
し
た
。
出
入
港
作
業
、
航

行
中
の
船
内
巡
視
の
他
、
貨
物
等
の
受
付
、

積
込
み
、
乗
船
客
の
案
内
、
客
室
掃
除
等
、

実
際
の
船
員
の
仕
事
を
体
験
す
る
こ
と
は
、

生
徒
た
ち
に
と
っ
て
有
意
義
な
経
験
と

な
っ
た
よ
う
で
す
。

　

就
業
体
験
後
の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
、
内

航
海
運
の
仕
事
に
対
し
て
88
％
の
生
徒
が

「
仕
事
に
魅
力
を
感
じ
た
。」と
回
答
、ま
た
、

84
％
が
「
将
来
の
進
路
選
考
に
大
変
参
考

と
な
っ
た
。」、
76
％
が
「
今
後
の
学
生
生

活
及
び
学
習
に
大
き
く
影
響
す
る
。」
と
回

答
し
ま
し
た
。
こ
れ
を
裏
付
け
る
よ
う
に

教
師
か
ら
「
体
験
し
た
生
徒
が
よ
り
前
向

き
に
学
習
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。」
と
い
う

声
も
あ
り
、
若
年
船
員
の
確
保･

育
成
に
大

い
に
効
果
が
期
待
で
き
ま
す
。

　

当
協
議
会
で
は
、
今
年
度
さ
ら
に
小
学

生
を
対
象
と
し
た「
海
事
教
室
」を
開
催
し
、

若
年
船
員
の
人
材
確
保
・
育
成
を
推
進
し

ま
す
。

アンケート結果から（有効回答数25）

就業体験を通じて内航海運の仕事に関して魅力を感じましたか。

仕事に魅力を感じた

どちらとも言えない

あまり魅力を感じない

22

2

1

就業体験に参加したことで将来の進路選考に参考となりましたか。

大変参考になった

少しは参考になった

あまり参考にならなかった

全く参考にならなかった

21

4

0

0

就業体験に参加したことで今後の学生生活及び学習に対して
どの程度影響してくると思いますか。

大きく影響する

少しは影響する

影響はないと思う

何とも言えない

19

5

0

1

目指せ！
船長･機関長

！
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～災害復旧事業費の
　　査定・立会について～

＊『なかゆくい』とは、沖縄の方言で「ひと休み」という意味です。

なかゆくい
財 務 部

　地震や台風、豪雨等の自然災害により、道路や河川等の公共用施設や農業用施設等が被災したとき
は、被災した公共施設等の管理者（地方公共団体等）がその復旧を行うことになりますが、一定の要
件の下、国がその経費の一部を補助する法律上の制度があります。

地方公共団体等地方公共団体等 沖縄総合事務局財務部
   被災した施設等の管
理者（地方公共団体等）
は、被災箇所の復旧事業
計画を策定し、施設を所
管する主務省（国土交通
省、農林水産省等）に対
し災害復旧事業費を申
請し、災害現地で申請内
容について説明します。

主務省主務省
   申請を受けた
主務省は災害現
地に災害査定官
を派遣し、災害復
旧事業費の査定
を行います。

　沖縄総合事務局財務部は、
財政を主管する財務省の立場
から、立会官を災害現地に派
遣します。
　立会官は、主務省が行う査
定の厳正公正（注）を期するた
めに立ち会い、災害の状況や
国が負担する災害復旧事業費
の調査を行い、災害査定官と
ともに災害復旧事業費の決定
を行います。
（注）復旧範囲・工法等については、
各省庁間及び各地域間のバランスを
保った公平かつ適正なものでなければ
なりません。

申
請

～被災（平成18年災　県道35号線：北中城村）～ ～復旧後～

～被災（平成23年災　農林海岸：久米島町仲泊・清水地区）～
写真提供：沖縄県農林水産部

～復旧後～
写真提供：沖縄県農林水産部

復旧

復旧

～災害復旧事業費の
　　査定・立会について～

災害現地
（災害査定）

沖縄総合
事務局財務部
（立会官）

地方
公共団体等
（申請者）

主 務 省
（災害査定官）

沖縄総合事務局財務部

派
遣派

遣

派
遣 現地で災害復旧

事業費を決定
現地で災害復旧
事業費を決定

りっ かい かん
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　管内における平成24年発生災害復旧事業費の査定立会結果は、件数で116件、金額で1,318百
万円となっており、平成23年と比較して件数では14件の減少、金額では10百万円の増加となりま
した。（表１） 　被災施設別にみると、公共土木施設の河川等が517百万円で全体の39.2％を占め、
次いで漁港が261百万円で全体の19.8％、林地荒廃防止施設が136百万円で全体の10.3％となっ
ています。（表２） 

　沖縄総合事務局財務部、主務省は、速やかに災害復旧事業費の予算措置を講じ、早期に適切
な災害復旧が行われ、被災地域の生活環境の安定が図られるように努めています。

平成24年発生災害復旧事業費の査定立会結果

災害復旧事業費（査定ベース）の推移

災害復旧事業施設別査定立会結果（平成24年）

（表1）

（表２）

漁港
 261百万（19.8%）

河川等
517百万円（39.2%）

林道
124百万円（9.4%）

その他
46百万円（3.4%）林地荒廃防止施設

 136百万円（10.3%）

農地・農業用施設
104百万円（7.9%）

港湾
131百万円
(10.0%)

金
額（
百
万
円
）

件
数

300

250

200

150

100

50

0

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
19年 20年 21年 22年 23年 24年

199

2,196
40

536

33

310

67

558

130

1,308

116

1,318

金額

件数
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第37回沖縄位置境界明確化審議会を開催総　務　部

　沖縄県には、太平洋戦争による破壊や
米軍の接収等により土地の形質が変貌
し、また、戦前の登記簿・公図などが滅失
したことにより、土地の位置境界が不明
確になった地域が本島南部を中心に広
範囲に存在しています。
　国は、昭和52年５月に、「位置境界明
確化法（「沖縄県の区域内における位置
境界不明地域の各筆の土地の位置境界
明確化等に関する特別措置法」）を制定
し、位置境界不明地域のうち駐留軍用地
等以外の民間地域については内閣府、駐
留軍用地等の土地については防衛省が
位置境界明確化の事業を実施していま
す。
　この事業は、国から沖縄県知事に委託
を行って県が事業を実施し、99.7％の認
証達成率となっています。
　位置境界明確化法では、関係土地所

有者全員の協議と合意を原則とし、合意
が得られた土地については国土交通大
臣の認証の手続を経て、登記簿・公図に
位置境界を反映させています。
　また、土地の位置境界についての勧告
制度が設けられており、関係所有者から
の勧告の申し出に基づ
き、沖縄総合事務局長は
必要があると認められる
ときには「沖縄位置境界
明確化審議会」の意見を
聴いた上で、土地の位置
境界について勧告をする
ことができることとされて
います。同審議会において
は勧告事案の他、事業の
進捗状況の報告を行うこ
ととなっています。
　総務部跡地利用対策課

において10月31日（木）に第37回沖縄
位置境界明確化審議会を開催し、平成
24年度の事業実績と平成25年度の事
業計画について跡地利用対策課と沖縄
県から報告を行い、委員から事案解決に
向けての各種意見や提案がなされました。

下請代金  きちっと払って  築こう信用
～下請取引適正化推進講習会を開催～経済産業部

総　務　部

下請取引適正化推進講習会の様子

　親事業者（発注者）が行う委託業務
（下請取引）では、仕事を委託する親事
業者は下請事業者（受注者）よりも優
位な立場にあると考えられ、このため、
親事業者の一方的な都合により、下請
代金の支払遅延や減額など、立場的に
弱い下請事業者が不利益を被っている
場合も少なくありません。
　このような不公正な下請取引を防止
するため、公正取引委員会及び中小企
業庁では、下請代金法（正式名称：下
請代金支払遅延等防止法）に基づく下
請取引の改善指導等を行っています。
　国においては、毎年11月を｢下請取
引適正化推進月間｣とし、下請取引が適
正に行われるよう下請代金法の普及・
啓発を行っています。沖縄総合事務局で
は、推進月間の一環として、去る11月
8日（金）に、那覇第2地方合同庁舎

１号館大会議室において、下請取引適
正化推進講習会を開催しました。講習
会では、親事業者の下請取引担当者等
を対象に、守るべき発注書面の交付義
務や下請代金の支払遅延、減額の禁止
などの下請代金法の制度、下請中小企
業振興法の一部改正及び今年10月1日
に施行された消費税転嫁対策特別措置
法等の趣旨・内容について説明を行い
ました。

　なお、当局では、下請代金の支払遅延、
減額の禁止などの下請取引に関する御
相談を随時受け付けています。また、
下請かけこみ寺（公益財団法人沖縄県
産業振興公社内に設置）においても、
企業間のトラブルについて、無料弁護士
相談等も行っておりますので、お気軽に
御相談ください。

【相談窓口】
内閣府沖縄総合事務局
・総務部公正取引室　
　TEL：098-866-0049
・経済産業部中小企業課　　　
　TEL：098-866-1755
（公財）沖縄県産業振興公社
・下請かけこみ寺　
　TEL：098-859-6237
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農林水産部

講演の様子（名嘉講師）講演の様子（吉川講師）

　去る11月12日（火）、那覇市内にお
いて、国産食肉に関する的確な情報提
供を通じ、国産食肉に対する信頼確保
及び需要の確保・促進を図ることを目
的に、公益財団法人日本食肉消費総合
センターとの共催で「食肉情報出張講
座」を開催しました。
　本講座は平成22年から開催してお
り、４回目の本年は「ＢＳＥ検査体制の
変更について」と題して、千葉科学大学
副学長で農林水産省薬事審議会生物製
剤文化委員などを務めておられる吉川泰
弘先生から、ＢＳＥに対するリスク評価、
ＢＳＥ検査体制が変更されるまでの経緯
などについて講演をいただきました。
　また、現地報告として、ＪＡおきなわ
ミートパーツセンターの名嘉正和セン
ター長からは、「ＪＡおきなわで取り組
んだ “安全な県産牛肉の生産と流通改

革”」と題して、沖縄における肥育牛生
産の現状から、枝肉処理や流通段階に
おける衛生管理体制の構築などについて
講演をいただきました。
　最近の国産食肉に対する安全性や県
産牛肉に対する衛生管理・流通体制な
どへの関心が高まる中、約80名の消費

者や食肉関連事業者などの方が参加さ
れ、熱心に講義を聞いておられました。
　また、講演後に行われた質疑の中で
は、県産牛肉の部分肉の中で好まれる
パーツ（部位）についての質問が出され
るなど、会場と講師との意見交換が行
われました。

食肉情報出張講座を開催
－国産食肉の安全性と沖縄県産牛肉の生産と流通を考える－

経
済
産
業
部

財
務
部

シンポジウムの模様

「金融リテラシー（知識・判断力）を身に
付けるためのシンポジウム」を開催

財　務　部

　12月12日（木）、金融庁及び当局の
主催による「金融リテラシー（知識・
判断力）を身に付けるためのシンポジウ
ム」を沖縄県立博物館・美術館におい
て開催しました。
　このシンポジウムは、国民一人一人
が社会人として経済的に自立し、より良
い暮らしを送っていくため、金融知識の
習得に加え、健全な家計管理・生活設
計の習慣化、金融商品の適切な利用選
択に必要な着眼点等の習得、必要な場
合のアドバイスの活用など行動面の重要
性を認識していただくことを目的に開催
したもので、多くの地域の方々が参加し
ました。
　今回のシンポジウムでは、河合局長
の挨拶の後、ファイナンシャルプランナー
でファイナンシャルリサーチ代表の深野
康彦氏が「ＮＩＳＡを活用した賢い資産

運用の考え方」と題して、また、千葉商
科大学大学院会計ファイナンス研究科
教授の伊藤宏一氏が「金融経済教育の
新しい形」と題して、基調講演を行いま
した。
　基調講演の後、金融広報中央委員会
事務局の竹内俊久氏が「金融経済教育
の推進に向けた取組み状況について」、
また、当局財務部藤井和啓金融監督課

長が「投資詐欺等にあわないための注
意点について」、それぞれ取組事例・ト
ラブル事例を紹介し、注意喚起を促し
ました。
　参加者からは、「若者の人生設計に役
立つ。」、「興味深い話が聞けた。」、「金
融経済教育の大切さを痛感した。」等の
感想が寄せられました。
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製品安全総点検週間パネル展を開催経済産業部

　消費者が製品事故から身を守るには、
リスクを適切に認識し、製品を正しく安
全に使用する必要があります。このため、
経済産業省では、平成18年度から11
月の１週間を「製品安全総点検週間」
と定め、全国で製品安全に係る周知活
動を集中的に実施しています。本年度は、
11月18日（月）～ 22日（金）の間、
局１階の行政情報プラザにおいて、「製

品安全総点検週間パネル展」を開催し
ました。パネル展では、主な製品事故
について、パネル、事故品及び動画に
より事故発生事例を紹介するとともに、
事故を未然に防ぐための注意事項、沖
縄における重大事故の発生状況、リコー
ル製品の一覧等の展示を行い、製品安
全に係る注意喚起を行いました。

農林水産部

表彰式の様子パネル展の様子

  農山漁村の６次産業化の取組への理
解を深めていただくため、沖縄総合事務
局行政情報プラザにおいて「沖縄地域
６次産業化推進パネル展」（11月26日
（火）～29日（金））を開催し、併せて「６
次産業化加工品表彰式」（11月29日
（金））を行いました。
　パネル展では、６次産業化の制度を
紹介するパネルのほか、六次産業化・

地産地消法に基づく事業計画の認定を
受けた51事業者(25年10月末現在)
の取組を紹介するパネル及び事業者が
開発した商品の展示を行いました。
　また、加工品表彰式では、事業者が
開発・販売している商品の中から審査
委員による事前審査の結果、評価の基
準を満たしている商品19点（すぐりむ

ん賞４点、でぃきとーん賞７点、かりゆ
し賞８点）の発表及び表彰を行うととも
に、表彰式参加関係者による意見交換
や受賞商品（牛肉ハンバーグやジュース
等）の試食・試飲も行われました。
　パネル展の期間中は約330名の方が
来場し、６次産業化の取組について理
解を深めていただきました。

６次産業化推進パネル展及び
加工品表彰式を開催
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平成25年度建設業取引適正化推進月間ポスター講習会の様子

宮古島市での相談会の様子石垣市での説明会の様子

経済産業部
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・沖縄労働局
・沖縄県商工労働部
・沖縄振興開発金融公庫
・沖縄県信用保証協会
・（独）中小企業基盤整備機構沖縄事務所
・（公財）沖縄県産業振興公社
・沖縄県経営改善支援センター

御協力いただいた参加機関

石垣市と宮古島市で「中小企業施策説明会・
大相談会」を開催

経
済
産
業
部

財
務
部

平成25年度 建設業法令遵守等講習会
を開催

開発建設部

　平成22年度に創設された「建設業取
引適正化推進月間」は、依然として建
設業の不適切な取引が全国的に指摘さ
れており、建設業の健全な発展を促進
するため、毎年11月を月間として建設
業の取引適正化に関し集中的に取り組
む活動を行っています。
　その活動の一環として11月19日
（火）に、沖縄県土木建築部及び沖縄
総合事務局開発建設部等が主催する「平
成25年度建設業法令遵守等講習会」
を開催しました。
　建設産業は、地域の経済・雇用を支
える基幹産業として重要な産業であり、
道路や空港などの施設整備はもちろん、
地域の災害復旧等防災対応にも建設業
の果たす役割は非常に重要です。
　しかしながら、近年、建設投資の大
幅な減少により、受注競争が激化、低
価格での受注、それが技能労働者の処
遇悪化を招き、若手入職者の減少、高
齢化の進行につながり、建設工事の担い
手不足、次世代への技術の継承が懸念さ

れており、ひいては、建設工事の品質確
保、老朽化が進むインフラの維持管理、
災害対応が大きな課題となっています。
　そのため、まずは、人材確保に向けて、
国土交通省と建設業関係団体が協力の
下、技能労働者の処遇改善のため、公
共工事設計労務単価の大幅な引き上げ
を行い、適切な賃金水準の確保や社会保
険未加入対策の取組を進めています。
　本講習会では建設業を営む皆さんを
対象に、請負代金不払い防止や、消費
税の転嫁対策、社会保険未加入対策等
に関する説明を行いました。
　建設産業・地方整備課では、駆け込
みホットライン（０５７０-０１８-２４０）

や新労務単価フォローアップ相談ダイヤ
ル（０５７０-００４９７６）が設置され
ています。建設業の取引に当たり、疑問等
ありましたら、御遠慮なく御利用ください。

　中小企業施策の周知及び活用促進と
中小企業者が抱える課題等の解決を図
るため、石垣市及び宮古島市と当局の
共催による「中小企業施策説明会・大
相談会」を、12月2日(月)に沖縄県八
重山合同庁舎（石垣市）で、翌３日（火）
に宮古島市中央公民館（宮古島市）で
行いました。９月の名護市開催に続く第
２弾と第３弾です。
　それぞれの会場において、第１部では、
各支援機関からの中小企業支援のメ
ニュー紹介と、独立行政法人中小企業
基盤整備機構沖縄事務所の神谷 繁氏か
ら事業承継について講演を行いました。
講演では、事業承継の成功事例、失敗
事例の紹介がありました。
　第２部では各支援機関がブースを構
え、事業者からの相談に対応しました。
石垣市で17名、宮古島市では23名の

参加があり、延べ50件の相談対応を行
いました。参加者からは「経営課題が
あった場合どこに相談したらいいのか分
からなかった。色々な支援機関があるこ
とが分かり、参加してよかった。」等の
感想がありました。
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公共建築の日、公共建築月間関連
イベントについて

開発建設部

公共建築パネル展

施設見学会（浦添大公園南エントランス管理事務所）

講演会

星のや竹富島

　11月11日は公共建築の日、11月は
公共建築月間です。県、市町村及び関係
団体等と協力し、公共建築パネル展、完
成施設見学会、記念講演を実施しました。
　11月15日（金）には、県内の40歳
以下限定の設計競技コンペで設計者を
決定した浦添大公園南エントランス管理
事務所の施設見学会を実施しました。
『尾根線をずらした赤瓦屋根』という伝
統とユニークな幾何学デザインの組み合
せに若々しい沖縄らしいセンスが感じら
れました。

　11月８日（金）には、沖縄の原風景、
島との共存を目指した新しいリゾート施
設である「星のや　竹富島」について、
企画・施設運営の星野リゾートの澤田
総支配人、地元住民の上勢頭氏、設計者
の東  環境・建築研究所の東氏、オンサ
イト計画設計事務所の長谷川氏から講
演をいただきました。聴講者からは、「リ
ゾート開発＝悪というイメージを大きく
変えるプロジェクトであった。」、「地元の
環境に寄り添うという言葉に感銘を受け
た。」などの高い評価をいただきました。

経
済
産
業
部

財
務
部

お知らせ
information
お知らせ

人 事 異 動
■
出
身

京
都
府
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略
歴

昭
和
59
年
　
建
設
省
入
省

国
土
交
通
省

　
河
川
局
河
川
課
河
川
計
画
調
整
室
長

　
近
畿
地
方
整
備
局
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川
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長

復
興
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事
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を
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職
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読
書
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よ
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学
び
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よ
く
食
べ
、
よ
く
見
る
こ
と

に
よ
り
沖
縄
を
知
る
こ
と
か
ら
始
め
た
い

と
思
い
ま
す
。
沖
縄
の
将
来
に
つ
い
て
皆

さ
ん
と
共
に
考
え
、沖
縄
の
振
興
発
展
の
た

め
に
必
要
な
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
行
い
ま
す
。

沖
縄
総
合
事
務
局
次
長

尾
澤   

卓
思

お
ざ
わ

た
か
し
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地域の目Series 34

　

沖
縄
に
仕
事
に
行
く
と
言
う
と
ほ

ぼ
全
て
の
人
か
ら
「
い
い
で
す
ね
」

と
言
わ
れ
る
。『
青
い
空
・
青
い
海
・

白
い
雲
』
本
土
の
人
間
の
憧
れ
の
地

で
あ
る
。
さ
ら
に
北
中
城
村
ア
ワ
セ

ゴ
ル
フ
場
跡
地
に
立
つ
と
い
つ
も
、

柔
ら
か
い
日
差
し
を
受
け
、
や
さ
し

い
風
が
頬
を
な
で
る
。
先
の
大
戦
前

に
こ
の
地
に
住
ん
で
い
た
街
の
方
々

を
想
像
す
る
。
き
っ
と
柔
和
で
、
屈

託
の
な
い
笑
顔
で
日
々
の
生
活
を

送
っ
て
い
た
の
か
な…

　

イ
オ
ン
モ
ー
ル
株
式
会
社
の
出
店

を
正
式
に
決
定
し
て
い
た
だ
け
た
の

は
ア
ワ
セ
ゴ
ル
フ
場
の
返
還
が
決

ま
っ
た
２
０
０
８
年
で
あ
っ
た
。
３

３
０
名
の
地
権
者
様
に
と
っ
て
先
祖

伝
来
の
大
切
な
土
地
が
、
自
ら
の
手

に
戻
る
こ
と
が
決
ま
り
、
土
地
活
用

に
つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
の
地
権
者
様
の

夢
が
あ
る
は
ず
だ
。
今
ま
で
と
同
じ

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル
で
良
い
は
ず

が
な
い
。現
地
を
何
回
と
な
く
訪
れ
、

何
百
枚
と
プ
ラ
ン
を
書
き
直
し
た
。

よ
う
や
く
定
ま
っ
た
の
は
『
リ
ゾ
ー

ト
モ
ー
ル
』
と
い
う
コ
ン
セ
プ
ト
。

　

那
覇
空
港
に
降
り
立
つ
と
き
い
つ

も
感
じ
る
空
気
感
、
沖
縄
は
東
南
ア

ジ
ア
の
一
部
と
考
え
た
方
が
気
候
風

土
を
理
解
し
や
す
い
。
改
め
て
世
界

地
図
を
見
る
と
、
東
南
ア
ジ
ア
か
ら

一
番
近
い
日
本
で
あ
る
。「
東
南
ア

ジ
ア
の
方
々
に
来
て
い
た
だ
け
る
リ

ゾ
ー
ト
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル
を
作

ろ
う
！
」

　

沖
縄
は
島
全
体
が
エ
メ
ラ
ル
ド
に

輝
く
青
い
海
に
囲
ま
れ
、
自
然
や
歴

史
遺
産
が
豊
富
に
あ
る
。
首
里
城
を

代
表
と
し
て
世
界
遺
産
に
指
定
さ
れ

て
い
る
「
琉
球
王
国
の
グ
ス
ク
及
び

関
連
遺
産
群
」、
シ
ン
ベ
イ
ザ
メ
と

マ
ン
タ
が
悠
然
と
泳
ぐ
「
沖
縄
ち
ゅ

ら
海
水
族
館
」、
本
島
に
あ
り
な
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ら
貴
重
種
の
ヤ
ン
バ
ル
ク
イ
ナ
が
生

息
す
る
「
ヤ
ン
バ
ル
の
森
」、
島
全

体
の
90
％
が
亜
熱
帯
植
物
に
覆
わ
れ

イ
リ
オ
モ
テ
ヤ
マ
ネ
コ
が
静
か
に
生

息
す
る
「
西
表
島
」、そ
の
他
の
「
石

垣
島
」、「
竹
富
島
」、「
小
浜
島
」
な

ど
大
小
の
離
島
に
も
思
い
が
馳
せ
る
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
世
界
を
代
表
す

る
リ
ゾ
ー
ト
地「
ハ
ワ
イ
」「
ド
バ
イ
」

等
と
比
較
す
る
と
不
足
し
て
い
る
要

素
が
一
つ
あ
る
。
そ
れ
は
「
シ
ョ
ッ

ピ
ン
グ
」
の
要
素
で
あ
る
。

　

ハ
ワ
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ア
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モ
ア
ナ
シ
ョ
ッ

ピ
ン
グ
セ
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タ
ー
だ
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で
な
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複
数

の
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ピ
ン
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セ
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そ
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ぞ
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特
徴
を
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し
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競
い
合

い
、
魅
力
あ
る
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン

タ
ー
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成
長
し
て
い
っ
た
。
か
つ
て

日
本
人
は
ハ
ワ
イ
に
行
け
ば
必
ず
ア

ラ
モ
ア
ナ
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
セ
ン
タ
ー

に
行
っ
て
買
い
物
を
す
る
の
が
定
番

で
あ
り
、
そ
こ
で
買
い
物
を
す
る
こ

と
が
ス
テ
ー
タ
ス
と
な
っ
た
。

　

沖
縄
県
が
平
成
24
年
５
月
に
策
定

し
て
い
る
「
第
５
次
沖
縄
県
観
光
振

興
基
本
計
画
」
で
は
平
成
33
年
度

（
２
０
２
１
年
度
）
を
目
標
と
し
て

１
’０
０
０
万
人
の
観
光
客
を
誘
致

し
、そ
の
内
の
２
０
０
万
人
は
中
国
・

香
港
・
台
湾
・
韓
国
を
中
心
と
し
た

東
南
ア
ジ
ア
や
欧
米
・
ロ
シ
ア
等
の

海
外
か
ら
誘
客
す
る
と
し
て
い
る
。

沖
縄
県
は
明
確
に
東
南
ア
ジ
ア
を
代

表
す
る
リ
ゾ
ー
ト
地
を
目
指
し
て
い

る
の
で
あ
る
。
幸
い
弊
社
は
、
東
南

ア
ジ
ア
に
積
極
的
に
出
店
を
し
て
お

り
、
出
店
地
の
国
々
か
ら
多
数
の
お

客
様
を
沖
縄
に
送
り
込
む
こ
と
が
で

き
る
。
重
ね
て
、
東
南
ア
ジ
ア
他
の

国
か
ら
沖
縄
に
来
ら
れ
た
方
々
に
対

し
て
、
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
で
き
る
場
所

を
提
供
し
、
沖
縄
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
を

存
分
に
満
足
し
て
い
た
だ
け
る
こ
と

も
可
能
だ
。

　

な
お
、
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
モ
ー
ル
は

労
働
集
約
型
産
業
で
あ
り
、
弊
社
の

現
段
階
の
計
画
で
は
約
３
’０
０
０

名
の
新
規
雇
用
が
発
生
す
る
。
北
中

城
村
や
沖
縄
市
等
中
部
圏
域
に
お
住

ま
い
の
方
を
中
心
に
、
一
緒
に
汗
を

か
き
な
が
ら
「
リ
ゾ
ー
ト
モ
ー
ル
」

を
作
り
上
げ
て
い
け
れ
ば
本
望
で
あ

る
。
当
然
、
国
内
外
か
ら
来
る
観
光

客
に
育
て
ら
れ
る
こ
と
も
言
う
ま
で

も
な
い
。

　

さ
て
、
観
光
客
が
楽
し
み
に
し
て

い
る
の
は
、
沖
縄
の
食
・
沖
縄
発
の

リ
ゾ
ー
ト
ウ
ェ
ア
の
他
に
沖
縄
発
の

芸
能
で
あ
る
。
県
民
の
皆
様
一
人
ひ

と
り
が
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
で
あ
る
の

で
、
県
民
の
皆
様
の
誰
も
が
個
性
的

な
芸
能
を
発
表
で
き
る
場
を
作
り
、

そ
れ
を
観
光
客
が
見
に
来
る
あ
る
い

は
参
加
し
に
来
る
ス
テ
ー
ジ
を
提
供

し
、
県
民
の
皆
様
と
観
光
客
が
交
流

し
、
交
流
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
溢
れ
出

す
。
そ
ん
な
場
に
し
て
い
き
た
い
と

思
っ
て
い
る
。
弊
社
の
シ
ョ
ッ
ピ
ン

グ
モ
ー
ル
を
磁
石
と
し
て
観
光
客
を

引
き
付
け
た
後
は
、
県
内
各
地
に
観

光
客
が
回
遊
す
る
仕
組
を
配
置
し
て

ま
い
り
た
い
。

　

例
え
ば
、
観
光
客
に
対
し
て
旅
の

手
配
や
沖
縄
の
デ
ィ
ー
プ
な
情
報
を

提
供
す
る「
観
光
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
」

に
よ
っ
て
観
光
地
や
地
元
の
優
れ
た

名
店
を
紹
介
し
、
そ
れ
ら
を
巡
る
バ

ス
の
起
終
点
を
設
置
し
た
り
す
る
こ

と
が
可
能
だ
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ

れ
ら
の
こ
と
を
し
よ
う
に
も
弊
社
だ

け
で
は
で
き
な
い
。
県
民
の
皆
様
と

一
緒
に
な
っ
て
知
恵
を
出
し
合
い
な

が
ら
前
に
進
め
て
ま
い
り
た
い
。

　
「
東
南
ア
ジ
ア
を
代
表
す
る
リ

ゾ
ー
ト
地
に
す
る
。」
夢
の
あ
る
仕

事
、
通
常
の
仕
事
で
あ
れ
ば
大
変
で

あ
り
疲
れ
る
が
、
今
回
は
か
つ
て
な

い
幸
せ
な
仕
事
だ
と
思
っ
て
い
る
。

し
か
も
、
沖
縄
に
は
燦
燦
と
輝
く
太

陽
の
よ
う
に
、
疲
れ
が
吹
き
飛
ぶ
パ

ワ
ー
が
満
ち
あ
ふ
れ
て
い
る
。
今
か

ら
２
０
１
５
年
の
開
業
が
楽
し
み
に

な
っ
て
き
た
。

岡 崎 双 一イオンモール株式会社
代 表 取 締 役 社 長

東南アジアを代表する
リゾートモールを目指して

「（仮称）イオンモール 北中城」
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